










































































































































































































































































































外神田 40 20％ ～1,000万円 52 27％ ～1969 7 4％
岩本町 41 21％
神田佐久間 29 15％ ～5,000万円 57 29％ 1970～1979 11 6％
神田司町 2 1％
神田松永町 4 2％ ～1億円 26 13％ 1980～1989 36 18％
神田須田町 46 23％
神田淡路町 1 1％ 1億円～ 18 9％ 1990～1999 44 22％
神田鍛冶町 1 1％
神田東松下町 9 5％ 不明 43 22％ 2000～2009 59 30％
神田練塀町 3 2％
神田和泉町 20 10％ 不明 39 20％












































　基準地所在地 基準地価格（円／m3） ソフトウェア企業数 面積（m3）
外神田一丁目 4,600,000 3 95,600
外神田三丁目 2,070,000 18 75,300
神田須田町一丁目 3,660,000 21 102,500
神田岩本町 2,610,000 1 16,800
岩本町三丁目 930,000 25 71,600
神田松永町 2,550,000 4 21,100
神田和泉町 827,000 20 84,500

















3 神田佐久間町 2001/3/21 4,000万円 M・H 135名 システム開発／Webサイト制作／客先常駐技術者派遣／製品開発プロセス・品質管理　




5 神田佐久間町 2003/3/1 1,000万円 ― ― 情報処理／DTP／CAD
6 岩本町 2003/10/1 3,000万円 Y・X 57人 ソフトウェア開発／製品販売／コンサルテーション
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図 6　 日本国内同業者に約7割の開発量を委託した
ときのコストの概算割合
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たすためには、日本的なソフトウェア開発手法
や特徴を理解し、かつオフショア開発現場の技
術者の技術水準、考え方の特徴、さらに労働観
なども理解している人材が必要であった（小
林、2005）。これこそが中国系企業なのであっ
た。
また、日本でのソフトウェア開発では、開発
された成果に対し、必ずといえるほど仕様変
更、機能追加などの要求が出てくる。日本に会
社があれば、発注企業と速やかに対応できるメ
リットもある。中国企業はそのため日本に立地
するわけである。
5 .　 中国系ソフトウェア企業が秋葉原に立地
する理由
では、こうした中国系ソフトウェア企業はな
ぜ秋葉原に集積しているのだろうか。
秋葉原にあるソフトウェア企業（中国企業に
限らない）の立地要因として垣見（2001）は、
①交通の便利性、②オフィス賃料の妥当性、③
人員確保の容易性、④営業先企業への利便性を
指摘している。この 4点は秋葉原にある中国系
企業の立地にもある程度共通するものである。
ただし、この 4つの立地の要因に加え、中国系
ソフトウェア企業に独特の立地理由もあると考
えられる。それは秋葉原地域の「ブランド力」
と、「顧客企業との近接性」である。なお、この
「顧客企業との近接性」は垣見（2001）の指摘す
る「④営業先企業への利便性」という話と似て
いるが、垣見（2001）は日本企業が顧客企業先
へ行くために利用する鉄道の最寄り駅への近
さ、アプローチのよさを重視している。これは
本稿で特筆する「顧客企業との近接性」とは少
し違うので、別の要因として分析する。
以下、筆者を考えた二つの要因について、そ
れぞれ詳しく分析してみよう。
1）秋葉原の「ブランド力」
秋葉原と聞いて、連想する内容は人によって
異なり、「パソコンの街」、「オタクの街」とも呼
ばれるが、いずれにしろ世界中からこの地を目
指して集まる人たちが大勢いる。「AKIHABA-
RA」、「秋叶原」の名は「東京」、「Tokyo」、「᷄
京」と同じように知られている。
まして中国人にとっては寺社仏閣、歌舞伎の
ように中国からの影響を受けて作られた日本の
伝統文化よりも、近年、急速に発展した日本を
代表する電子機器とアニメの方が魅力的であ
る。実際に、2009年の都市・観光地別中国人訪
問率は、1位秋葉原（42.4％）である（http://aki-
ba.keizai.biz/headline/2053/）。つまり、中国人に
とって、秋葉原は日本を代表する地であり、そ
の点でブランド力を持っている地名である。
中国で日本の電気製品や電子機器を思い出し
たら、必ず秋葉原の名が付いてくる。このよう
なところに立地すれば、日本国内はもちろん、
中国および世界の取引先会社に宣伝費をかけ
ず、その存在をアピールするメリットがある。
また、秋葉原のブランド力があるから IT人材
も集まってきて、これが中国系企業には魅力で
ある。
2）顧客企業との近接性
前述したように、秋葉原地域は日本最大のソ
フト系 IT産業の集積地である。企業は付加価
値を追求するため、製造業と同様で、日本のソ
フトウェア企業は、上流工程、すなわち、シス
テム企画、基本設計などハイレベルの分野を目
指す。簡単なシステム開発、品質管理、テスト
など部分は、オフショアで外部に委託する
（何、2005）。その際には、同じ秋葉原にある、
近くて安心感があるかつコミュニケーションの
取ることができる中国系企業が最初に選ばれる
ことになる。中国会社はこれを狙って、より多
く委託が得られる秋葉原に立地を選んだと考え
る。日本に会社法人があることは、契約からプ
ロジェクト推進、アフターサービスまですべて
を日本会社が責任を持って対応するであろうこ
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とが期待できるので、中国系の大手企業も多く
の場合、日本法人を設立する。これらが中国系
ソフトウェア企業の秋葉原の立地と集積につな
がっている。
以上の分析から、秋葉原にある中国系ソフト
ウェア企業の立地は、①秋葉原の「ブランド
性」、②顧客企業との近接性、③交通の便利
性、④オフィス賃料の妥当性、⑤人員確保の容
易性、⑥営業先企業への利便性を重視した結果
であると考えられる。
Ϭ . むすび
本稿は秋葉原におけるソフトウェア企業の立
地、とくに中国系ソフトウェア企業の立地の特
徴とその要因をとおして、日本と中国の間で中
国系ソフトウェア企業を果たした役割について
考察したものである。その結果は以下のとおり
である。
1．秋葉原地域では、地理的交通の利便性か
ら、日本で最もソフトウェア企業の多い地域で
ある。秋葉原にあるソフトウェア企業の立地の
特徴は秋葉原駅近辺の地価が高い地域を避けて
比較的広域的な集積をしている。これは、渋谷
駅周辺の同業者は駅への近接性と全く違う。
2．秋葉原にある中国系ソフトウェア企業の立
地も秋葉原駅近辺を避けて比較的広域的な集積
をしているが、企業の間では相対的分散してい
る。また、これらの企業は創業年数が短い、規
模が小さい、創業者は日本での長い滞在経験が
あるという共通の特徴がある。
3．秋葉原にあるすべての中国系ソフトウェア
企業はオフショア関連のある事業を行ってい
る。大量な人材がいる中国は、オフショア先と
して最適であるからである。しかし、オフショ
ア開発が順調になされるためには、日本と中国
の文化、ビジネス習慣を十分理解し、両国間の
意思疎通の調整役を担う、日本にある中国系ソ
フトウェア会社が必要である。こうした中国系
ソフトウェア企業は交通の利便性、オフィス賃
料の妥当性、人員確保の容易性、営業先企業へ
の利便性など日本のソフトウェア企業も重視す
る立地要因の他に、地域の「ブランド性」と顧
客企業との近接性を重視して秋葉原に立地して
いる。
以上のことが明らかになった。
日本の大手 IT企業の海外事業は欧米向けが
大半である。しかし、高い経済成長率を持つ中
国では、IT開発への需要も増加している。アメ
リカの調査会社の IDCによると、中国の IT市場
（機械を除く）は2014年に2009年比で約 9割増
の206億ドル（約 1兆7100億円）に増えるとい
う（日本経済新聞，2010年11月17日）。日本の
IT企業にとって、これまで中国での活動はオフ
ショアが中心であるが、今後、重要な市場にな
るとみられる。これにより、中国市場に詳し
い、日本にある中国系ソフトウェア企業には、
更なる役割が期待されているといえよう。
今回、秋葉原にある中国系ソフトウェア企業
だけをみてきたが、iタウンページを検出され
た中国系ソフトウェア企業の数も少なく（10
社）、データとして十分であるとは言い難い。
また、間接的な聞き取りに頼らざるをえなかっ
た。聞き取り調査の方法と内容にも改善の余地
がある。これらから、中国系ソフトウェア企業
の実態に十分言及することができたとまではい
えない。今後は引き続き日本における中国系ソ
フトウェア企業の立地を研究し、さらに、中国
における日本人ソフトウェア企業の立地と比較
し、外国にあるソフトウェア企業の事態を明ら
かにすることが必要であると考える。
参考文献
垣見直彦（2001）地方都市に立地するソフトウェア系
IT産業―ターミナル駅周辺に集積するソフトウェ
ア系IT企業，『産業立地』40（4），p34-40．
何　徳倫（2005）『大連は燃えている－大連市のソフト
54―　　―
http://ja.wikipedia.org/wiki/％E7％A7％8B％E8％91％
89％E5％8E％9F　2010年9月10日閲覧，「秋葉原」，
ウィキペディア百科事典．
http://ja.wikipedia.org/wiki/％E6％83％85％E5％A0％
B1％E9％80％9A％E4％BF％A1％E6％A5％AD#.
E6.83.85.E5.A0.B1.E3.82.B5.E3.83.BC.E3.83.93.
E3.82.B9.E6.A5.AD　2010年8月28日閲覧，「ソフト
ウェア産業」ウィキペディア百科事典．
http://www.glocom.ac.jp/j/chijo/text/2007/11/kaoru_sunada.
html　2010年10月20日閲覧，「日本のソフトウェア
産業の変遷─企業・政府・市場」，砂田薫．
http://www.kcg.ac.jp/acm.html　2010年11月14日閲覧，
「IT業界が求める人材」，京都コンピュータ学院校友
会機関誌ホームページ．
http://www.okabem.com/paper/takaoka/ron3/node20.html
　2010年9月23日閲覧，ソフトウェア産業の特徴．
http://akiba.keizai.biz/headline/2053/　2010年07月30日閲
覧，「秋葉原，中国人旅行者都市・観光地別訪問率1
位に」，アキバ経済新聞ホームページ．
ウェア開発実情』エスシーシー．
加藤幸治（1993）仙台市におけるソフトウェア産業の展
開，『経済地理学年報』39（4），p42-63．
経済産業省（2004，2005，2006，2007）『特定サービス産
業実態調査報告書』平成17年版．平成18年版，平成
19年版，平成20年版．
小林倫子（2005）中国人企業者によるソフトウェア事業
の展開，所収 松原　宏編『立地調整の経済地理学』
原書房，第13章，p211-228．
佐藤博子（2008）『ITサービス』日本経済新聞出版社．
東洋経済新報社（2009）『外資系企業総覧　2010年版』
第6274号．
矢部直人（2005）東京大都市圏におけるソフトウェア産
業の立地―ネスティッドロジートモデルによる分
析，『地理学評論』78（8），p514-533．
日本経済新聞（夕刊）『中国企業にIT拡販』2010年11月
17日．
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20070306/264055/
 2010年11月1日閲覧，「日本のソフトウェア産業・衰
退の真因」，松原友夫．
